
邑 監 第 ８ 号  

                                  平 成 ３０年 ８月 ２７日  

 

邑南町長 石 橋 良 治 様 

 

邑南町監査委員    森 脇  義 博 

邑南町監査委員    宮 田    博 

 

平成２９年度邑南町各会計歳入歳出決算審査意見書の提出について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定により審査に付された平成２９年度邑南町

各会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で定められた書類の審査を終了し

たので、次のとおりその意見を提出します。 
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各会計歳入歳出決算審査意見       

 第１ 審査の対象          

１ 各会計歳入歳出決算書並びに関係諸帳簿、証書類      

平成２９年度邑南町一般会計  

平成２９年度邑南町国民健康保険事業特別会計     

平成２９年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計   

平成２９年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計      

平成２９年度邑南町下水道事業特別会計      

平成２９年度邑南町電気通信事業特別会計     

２ 附属書類           

平成２９年度邑南町各会計歳入歳出決算事項別明細書     

平成２９年度邑南町各会計実質収支に関する調書      

平成２９年度邑南町財産に関する調書      

           

 第２ 審査の期間          

平成３０年７月２６日から平成３０年８月１６日まで（１６日間）    

            

 第３ 審査の方法          

この決算審査にあたり、町長より審査に付された決算報告書に基づき計数を確認すると 

ともに、その会計処理が適正確実に行われたかどうかを検証するため会計帳票及び関係

証書類との照合等審査を実施した。        

 

 第４ 審査の結果       

    審査に付された各会計歳入歳出決算書及び附属書類の計数は、関係諸帳簿、証書類等 

を点検審査した結果、いずれも決算計数に相違なく、適正に執行されたものと認めた。また、

審査の結果の詳細は以下のとおりである。 

 なお、審査の調査資料の内一部の統計表において千円未満の端数処理に伴い集計額と

誤差がある。         
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１ 決算の概況 

（１） はじめに 

平成２９年度は「目指せ！町民が主役の地方創生」を当初予算編成におけるテーマにかかげ

事業を行った。 

ＪＲ三江線廃止後の生活交通確保と地域の活性化や「日本一の子育て村」構想のさらなる推

進、また、安心・安全のまちづくりなど町民の生活に直結した事業展開の一年であった。 

 

（２）決算収支の状況 

平成２９年度は簡易水道会計が企業会計に移行したため、これを除く一般会計、特別会計を

合わせた決算規模は下記のとおりであり、平成２８年度の同じ会計で比較すると歳入総額に

おいては１．４％の減少、歳出総額においては０．７％の減少となっている。 

 

 平成２９年度会計別決算収支の状況

（単位：千円）

一般．特別．全会計（定額運用基金は除く）

　　　　　　　　項　目
　　区　分

歳 入 歳 出 決　　　算　　　額

積 立 金

地 方 債

15,224,798 15,070,236 14,740,544 329,692

平 成 24 年 度

国 保 会 計
公
営
事
業
会
計

予 算 歳 入 歳 出 歳入歳出差引

普
通
会
計

一 般 会 計 11,780,562 11,686,075 11,424,528 261,547

電 気 通 信 会 計 482,873 485,041 475,819 9,222

平 成 28 年 度 16,037,399 15,927,294

17,236,074 16,676,104 559,969

後 期 高 齢 者 会 計 379,923 384,343 377,864

平 成 26 年 度 20,262,985 18,885,664 17,888,217

855,442 859,148

15,450,407 476,887

1,599,699 1,560,457

2,899,120

平 成 27 年 度 18,673,875 18,477,897 18,071,813 406,084

1,666,653

6,479

12,263,435 12,171,116 11,900,347

16,816,756

平 成 25 年 度 18,787,582

39,242

診 療 所 会 計 59,345 55,930 55,110

2,961,363

997,447

17,766,127 16,968,356 16,762,436 205,920

16,956,064

846,766 12,382

小 計

18,141,152 18,000,190 140,962

18,595,773

小 計

16,258,593 15,925,767 332,826

下 水 道 会 計

270,769

2,840,197 58,923

820

17,543,677 17,269,965 273,712

    19,788百万円 15,464百万円(減）

17,613,407 273,094

平 成 20 年 度

平 成 21 年 度

平 成 22 年 度

平 成 23 年 度

平成１７ 年 度 平成２９年 度 差   額

平 成 19 年 度 17,724,300 17,301,586 17,139,169 162,417

平 成 18 年 度

35,250百万円

18,214,127 17,886,501

16,917,445 16,724,750 192,695

18,543,120

     2,458百万円      4,980百万円 2,522百万円(増）

平　成　29　年　度　計

(平成28年度までは、簡易水道事業特別会計を含む）
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２ 普通会計 

（１）一般会計の概要 

ア 決算の概要 

 

 

イ 審査結果 

平成２９年度の一般会計の歳入総額は、地方交付税、国・県の支出金の減少などにより１１ 

６億８，６０７万５千円、歳出は普通建設事業の縮小などで総額は１１４億２，４５２万８ 

千円と、それぞれ前年度比１．４％、０．８％と僅かの減少となった。 

 
（２）電気通信事業特別会計の概要 

ア 決算の概要 

 

 
 

 

（単位：千円．％）

（基金保有額は定額基金含む）

209,345 △ 36.5 555,063 303,675 329,821 

1,366,974 △ 0.1 

7,652 52,202 

11,686,075 

歳 入 歳 出 差 引 額 351,173 

582.2 

実 質 収 支 額

△ 22.5 

翌年度へ繰り越すべき財源 400,120 47,498 

△ 0.8 

955,183 

平成26年度 平成27年度 平成28年度

1,424,965 

歳 入 総 額 14,888,876 14,371,927 11,850,901 

起 債 残 高 14,444,475 14,446,040 13,714,170 13,137,750 △ 4.2 

基 金 保 有 額

他 会 計 操 出 額

4,027,487 

平成29年度
対前年

増減率

337,473 261,547 

5,044,741 2.7 4,914,105 

1,368,875 

△ 1.4 

歳 出 総 額 13,933,693 14,020,754 11,513,428 11,424,528 

1,408,164 

4,657,732 

　　　　　　　年　度
　区　分

（単位：千円．％）

181,076 190,738 

対前年

増減率

165,607 187,930 

8,622 9,251 

156,524 115,194 △ 26.4 基 金 保 有 額

624,705 △ 22.1 

一 般 会 計 操 入 額

0 0 0 0 －

実 質 収 支 額

起 債 残 高 1,130,373 974,752 801,489 

9,222 △ 8.8 

△ 10.4 184,037 

歳 入 歳 出 差 引 額

10,107 

8,622 9,251 10,107 9,222 

164,835 

△ 8.8 

歳 入 総 額 452,626 487,518 475,626 485,041 2.0 

歳 出 総 額 444,004 478,267 465,519 475,819 2.2 

　　　　　　　年　度
　区　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

翌年度へ繰り越すべき財源
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イ 審査結果 

    平成２９年度末の加入者数は、４，９３３件で４６件増加している。利用者数は、ケー

ブルテレビは４,３６１件、インターネットは２，００５件、ＩＰ電話は４，０７８件とな

っている。社会情勢の変化によりインターネットについては増加しているが、住宅の入居

替えに伴いテレビとＩＰ電話は減少した。 

 近年の異常気象の影響による故障修理の増大が考えられる中で、今後は、防災面をはじ

めさらなる町民の利便性やニーズに応えられるサービスの提供が望まれる。 

 
 
（３）普通会計における歳入・歳出・総額について 

次のページ以降の各表において、表下に「（資料：地方財政状況調査）」と注記がある 

ものは、地方財政状況調査の作成要領に基づく決算額のため、次のとおり決算書の額との  

相違がある。 

    平成２９年度地方財政状況調査は、一般会計決算額（歳入１１６億８，６０７万５千円、 

歳出１１４億２，４５２万８千円）に電気通信事業特別会計決算額（歳入４億８，５０４

万１千円、歳出４億７，５８１万９千円）を加え、一般会計の繰出金、電気通信事業特別

会計の繰入金１億６，４８３万５千円と、一般会計から支出している基本チャンネル利用

料やＩＰ電話利用料、ＣＡＴＶ加入負担金の３８５万３千円を歳入、歳出からそれぞれ相

殺した額となっている。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 
 

（４）財政状況 

ア 普通会計の決算状況 

 
 

イ 財政指標等の状況 

 
ウ 審査結果 

標準財政規模が、前年度より１億７，０１１万８千円減少している。主な要因は、平成２ 

７年度から始まった普通交付税の合併算定替えの漸減によるものである。 

経常収支比率は、普通地方交付税の減少があったものの、経常支出の公債費の減額等で

０．５ポイント改善した。 

積立金現在高は、平成２８年度決算の歳計剰余金を減債基金へ積み立てを行ったこと、新

しく三江線代替交通確保事業推進基金を創設し積み立てたことなどにより６，４３０万６

千円の増加となった。また、起債残高は７億５，３２０万４千円の減少となっているが、起

債発行額を制限していることや償還が終了したものが多いためである。 

（資料：地方財政状況調査）

（単位：千円．％）

歳 入 総 額 15,156,323 14,664,894 12,138,504 12,002,427 △ 1.1 

歳 出 総 額 14,192,519 14,304,469 11,790,924 11,731,658 △ 0.5 

　　　　　　　年　度
　区　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実 質 収 支 額 563,684 312,927 339,928 218,567 △ 35.7 

単 年 度 収 支 額

積 立 金 ( 財 調 分 )

52,202 582.2 

歳 入 歳 出 差 引 額 360,425 

対前年
平成29年度

増減率

翌年度へ繰り越すべき財源 400,120 47,498 7,652 

4,976.4 

△ 239,889 △ 981.8 

0 0 ―

基 金 取 崩 し 額
（ 財 調 分 ）

386,841 0 0 128,833 

実 質 単 年 度 収 支 額 166,449 

繰 上 償 還 金 0 150,000 

203 

347,580 270,769 △ 22.1 

157,060 

963,804 

27,204 

338,413 △ 250,757 27,001 △ 121,361 △ 549.5 

214,877 257,817 10,305 

皆増

（資料：地方財政状況調査）

0.170 0.000P

94.4 94.6 

標 準 財 政 規 模 7,743,581 7,622,831 7,402,669 7,232,551 △ 2.3 

地 方 債 現 在 高 15,574,848 15,420,792 14,515,659 13,762,455 △ 5.2 

対前年

増減率

　　　　　　年　度
　区　分 平成26年度

1.3 

債 務 負 担 行 為 額

平成27年度 平成28年度 平成29年度

0.170 0.170 

3,801,405 

50,021 48,326 42,576 

0.170 

94.1 

4,581,877 

財 政 力 指 数

4,800,607 

38,986 △ 8.4 
(公債費に準ずるもの)

積 立 金 現 在 高

（単位：千円．％．P｢ﾎﾟｲﾝﾄ｣）

△0.5P経 常 収 支 比 率

4,864,913 

94.0 
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（５）普通会計歳入状況（自主・依存・財源別） 

ア 概 要 

 

 

普通会計の歳入決算額は、１２０億２４２万７千円となり昨年度比１．１％減少した。

自主財源においては、昨年度比１０．３％増加、依存財源は３．９％の減少となった。 

 

 

イ 審査結果 

普通会計の歳入総額は、１億３，６０７万７千円減少している。減少の主なものは、地

方交付税が合併算定替えの漸減などで３億２，９１８万１千円、国庫支出金が臨時福祉給

付金給付事業補助金の減などで１億２，９３８万１千円、前年度に比較して減少してい

る。 

一方、増加は財政調整基金を取り崩したことなどによる繰入金が１億６，３５８万２千

円、学校施設整備事業等で借り入れた地方債が１億８４３万１千円、対前年度比増加とな

った。 

 

 

ウ 審査意見 

    普通会計の歳入総額がここ数年減少している。自主財源が２割強で、引き続き地方交付  

税を主とする依存財源に頼る体質にかわりなく、より一層のきめ細かな財政運営が望まれ

る。 

分担金及び負担金

（単位：千円．％）

使用料及び手数料

町　　税 1,042,351 6.9 1,035,078 7.1 1,020,134 8.4 1,021,238 8.5 0.1

　　　年　度
 
 区　分

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 対前年

構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

自主財源 2,971,346 19.6 3,110,912 21.4 2,395,615 19.8 2,643,332 22.1 10.3

165,661 1.1 172,973 1.2 184,346 1.5 105,189 0.9 △ 42.9

417,913 2.7 430,396 3.0 433,738 3.6 437,114 3.7 0.8

繰 入 金 615,945 4.1 264,729 1.8 164,330 1.4 327,912 2.7 99.5

繰 越 金 516,378 3.4 963,804 6.6 360,425 3.0 347,580 2.9 △ 3.6

諸収入･その他 213,098 1.4 243,932 1.7 232,642 1.9 404,299 3.4 73.8

依存財源 12,184,977 80.4 11,553,982 78.6 9,742,889 80.2 9,359,095 77.9 △ 3.9

地方譲与税 146,349 1.0 152,206 1.0 152,399 1.3 151,671 1.3 △ 0.5

地方交付税 6,816,121 45.0 6,697,887 45.7 6,566,644 54.1 6,237,463 52.0 △ 5.0

国庫支出金 2,049,065 13.5 1,398,198 9.5 907,474 7.5 778,093 6.5 △ 14.3

県支出金 1,391,592 9.2 1,143,140 7.8 940,215 7.7 887,158 7.4 △ 5.6

地 方 債 1,625,500 10.7 1,917,200 13.1 961,700 7.9 1,070,131 8.9 11.3

そ の 他 156,350 1.0 245,351 1.5 214,457 1.7 234,579 1.8 9.4

歳入合計 15,156,323 100.0 14,664,894 100.0 12,138,504 100.0 12,002,427 100.0 △ 1.1

（資料：地方財政状況調査）
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（６）普通会計歳出状況 

（ア） 性質別経費 

ア 概 要 

 
普通会計の歳出総額は１１７億３，１６５万８千円となり前年度比０．５％減少した。 

 

 

イ 審査結果 

    性質別の歳出では、維持補修費が冬期除雪費などで１億９２９万５千円の増加となった。 

一方、減少は、投資的経費において災害復旧費が増加したものの、普通建設事業費が携帯電

話等エリア整備事業費の減少などで５，０９７万９千円減少し、投資的経費全体としては１

億４９８万円、扶助費が、臨時福祉給付金給付事業費の減少などで２億４１３万２千円とな

っている。 

また、公債費も従来から行っている起債の発行制限の効果により着実に減少となってい

る。 

 なお、企業会計となった水道事業会計への繰出金を補助費等に振り替えたため、繰出金で

１億８，９２８万５千円の減少、補助費等で２億７，５２０万３千円の増加となっている。 

 
 
 
 
 
 

（単位：千円．％）
　　　年　度
区　分

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 対前年

構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

人　件　費 1,438,161 10.1 1,460,603 10.2 1,514,033 12.8 1,581,610 13.5 4.5

物　件　費 1,500,069 10.6 1,572,941 11.0 1,578,374 13.4 1,602,506 13.7 1.5

維持補修費 151,141 1.1 197,453 1.4 175,973 1.5 285,268 2.4 62.1

扶　助　費 1,122,941 7.9 1,110,680 7.8 1,317,542 11.2 1,113,410 9.5 △ 15.5

補 助 費 等 1,976,032 13.9 2,150,486 15.0 2,112,034 17.9 2,387,237 20.3 13.0

公　債　費 2,238,265 15.8 2,225,743 15.6 1,994,128 16.9 1,927,846 16.4 △ 3.3

積　立　金 301,923 2.1 841,156 5.9 382,910 3.3 370,347 3.2 △ 3.3

投資及び出資金 1,295 0.0 2,421 0.0 2,250 0.0 44,019 0.4 1,856.4

貸　付　金 2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0 0.0

繰　出　金 1,532,800 10.8 1,631,692 11.4 1,532,146 13.0 1,342,861 11.4 △ 12.4

投資的経費 3,927,892 27.7 3,109,294 21.7 1,179,534 10.0 1,074,554 9.2 △ 8.9

普通建設事業費 1,864,805 13.2 1,766,136 12.3 1,136,482 9.6 985,503 8.4 △ 13.3

災害復旧費 2,063,087 14.5 1,343,158 9.4 43,052 0.4 89,051 0.8 106.8

歳出合計 14,192,519 100.0 14,304,469 100.0 11,790,924 100.0 11,731,658 100.0 △ 0.5

（資料：地方財政状況調査）
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（イ）目的別経費 

ア 概 要  

 
 
 

イ 審査結果 

    前年度と比較して、歳出総額は、０．５％、５，９２６万６千円の減少である。 

    目的別科目の比較で大きな増減はなく、農林水産業費、教育費、災害復旧費で増額して

おり、他の科目は減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）
　　　年　度

区　分

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 対前年

決算額

構成比

決算額

構成比

決算額

構成比

決算額

構成比
増減率

議　会　費 102,855 0.8 106,597 0.7 99,905 0.8 98,356 0.9 △ 1.6

総　務　費 1,709,019 12.0 2,316,430 16.2 1,940,006 16.5 1,914,250 16.3 △ 1.3

民　生　費 2,599,910 18.3 2,621,412 18.3 2,634,984 22.4 2,584,017 22.0 △ 1.9

衛　生　費 1,301,307 9.2 1,277,114 9.0 1,286,787 10.9 1,244,425 10.6 △ 3.3

労　働　費 2,824 0.0 2,892 0.0 3,836 0.0 3,035 0.0 △ 20.9

農林水産業費 1,315,234 9.3 1,490,656 10.4 1,228,836 10.4 1,271,219 10.8 3.4

商　工　費 486,560 3.4 714,729 5.0 238,839 2.0 236,459 2.0 △ 1.0

土　木　費 897,344 6.3 833,671 5.8 874,871 7.4 840,118 7.2 △ 4.0

消　防　費 408,422 2.9 429,197 3.0 448,930 3.8 445,879 3.8 △ 0.7

11,790,924 100.0 11,731,658 100.0 △ 0.5

教　育　費 1,067,692 7.5 942,870 6.6 996,750 8.5 1,077,003 9.2 8.1

災害復旧費 2,063,087 14.5 1,343,158 9.4 43,052 0.4 89,051 0.8 106.8

公　債　費 2,238,265 15.8 2,225,743 15.6 1,994,128 16.9 1,927,846 16.4 △ 3.3

歳 出 合 計 14,192,519 100.0 14,304,469 100.0

（資料：地方財政状況調査）
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（８） 財産の管理状況 

公有財産においては、固定資産台帳の整備が進められた結果、固定資産台帳との比較調整

を実施し、２８年度末現在高を調整した。したがって、２９年度末の現在高は、調整後の２８年度

末現在高に対する増減額としている。 

 

ア 平成２９年度中に取得、減少した主な財産 

行政財産（土地） 

① 東光保育園用地取得ほか                         3,575.15 ㎡増 

② 水道施設の水道事業会計へ移行ほか               63,518.54 ㎡減 

③ 平成２９度末現在高                              9,203,746.99 ㎡ 

 注）固定資産台帳比較調整による減 586,538.44 ㎡、28 年度末調整後残高 

9,263,690.38 ㎡。 

 

普通財産（土地） 

① 公衆用道路の用途廃止に伴う変更ほか               101.28 ㎡増 

② 旧郷土館・石見分館分類替えほか                     787.46 ㎡減 

③ 平成２９年度末現在高                           2,165,455.81 ㎡ 

 注）固定資産台帳整備による減 113,821.16 ㎡、28 年度末調整後残高 

2,166,141.99 ㎡。 

 

行政財産（建物） 

① 矢上公民館倉庫の分類替えほか                  436.36 ㎡増 

② 水道施設の水道事業会計へ移行ほか               1,687.69 ㎡減 

③ 平成２９年度末現在高                              159,790.74 ㎡ 

注）固定資産台帳整備による減 1,121.56 ㎡、28 年度末調整後残高  161,042.07 ㎡。 

 

   普通財産（建物） 

    平成２９年度末現在高は 4,910.86 ㎡で、年度中の減少は 203.17 ㎡であった。 

    注）固定資産台帳整備による減 11,408.05 ㎡、28 年度末調整後残高  5,114.03 ㎡。 

 

イ 地上権 

    平成２９年度末現在高は 17,066,000.00 ㎡で、年度中の減少は 1,501.00 ㎡であった。 

 

ウ 温泉権 

    平成２９年度末現在高は５.５０㎡で、年度中の増減はない。 
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エ 有価証券 

   平成２９年度末現在高は５２万円で、年度中の増減はない。 

株式証券及び預かり通知書は適切に管理されている。 

 

オ 出資、出捐金 

出資金は、邑智郡森林組合出資金３，４４２万円ほか７件で、総額１億１，８０８万８ 

千円となっている。年度中に合同会社アグリサポートおーなんへの出資金４，４０１万 

８千円が増加した。 

出捐金は、公益財団法人邑智郡広域振興財団出捐金３億１，５００万円ほか７件で、総 

額３億５，５８９万円となっている。年度中の増減はない。 

いずれも証券、証書類は適切に管理されている。 

 

カ 債権 

①  奨学基金貸与金  （奨学基金・医療福祉従事者確保奨学基金・農林業後継者育成奨学基金） 

前年度末現在高は、１億３，５９１万５千円で、２９年度中に３，３６６万円を貸し付

け、５８２万４千円の償還を受けた。２９年度末現在高は、１億６，３７５万１千円とな

っている。 

 

②  住宅新築資金等貸付金 

前年度末現在高は８５０万２千円で、２９年度中に４４万４千円の返済があり、２９ 

年度末現在高は８０５万８千円となっている。 
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（９）現地踏査 

 実施日 平成３０年８月１日(水)  １日間 

 平成２９年度施工・２事業２か所を踏査した。 

 

 

ア 石見東小学校大規模改修（老朽）工事 

学校施設環境改善交付金事業による３年計画の整備事業の初年度で、屋上防水 1,363

㎡、内部改修 281 ㎡の工事を実施した。工事中に竪樋の緊急対策工事が追加実施された。 

 工事金額（総額）     ７，６１４万 1千円  

（内、竪樋緊急対策工事７０２万１千円） 

 工期           平成２９年７月１１日～平成２９年１２月２８日 

 

 

イ 東光保育園敷地造成工事 

   平成２９年度東光保育園改築事業。敷地造成工事であるが１月、２月の大雪の影響で

工期の変更を行っている。 

   工事金額        ２，０９５万２千円  

   工期（当初）      平成３０年１月２３日～平成３０年３月３０日 

   変更後終期                  平成３０年６月３０日 

 

 

 

ウ 審査意見 

いずれの事業も適切に執行されている。 
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（１０）普通会計審査意見 

 

ア 財政運営について 

① 平成２７年度から始まった普通地方交付税の合併算定替えの漸減が３年目となり、減 

額により標準財政規模が縮減となった。  

また、経常収支比率は、普通交付税の減額等で経常一般財源収入が減少した額より経

常一般財源支出が公債費の減額等で減少が大きかったことで、０．５ポイント改善し

た。また、地方債残高は年々減少していることや、積立金現在高は今年度増額し、現時

点において財政に支障はないものと思慮する。 

② 未収金は徴収努力にもかかわらず、９０１万４千円（昨年度比）増加した。特に、固

定資産税が大きい。今後もきめ細かな対応を望む。 

 

イ 財務事務について 

① 予算の流用は、節間、節内を合わせ、１，１９２件で９，６１４万４千円となって 

いる。 

予備費の充用は、４６件で５，５５３万円となっている。特に、除雪費に多額を充用 

した。 

予算の流用、予備費の充用ともに適正に扱われていた。 

② 不用額については、普通会計で２億２，４０６万円となっている。とくに事業の執行

を怠ったものはない。 

   

ウ 財産管理について 

        財産管理については、新公会計制度への移行を受けて、固定資産台帳が整備され、平

成２８年度の公有財産残高を固定資産台帳の数値との比較調整後の数値に修正している。 

     ２９年度の公有財産現在高は適正に計上されている。 

     水道事業が公営企業法適用へ移行したことに伴う財産の移行は適正に処理されている。 

      その他、物品の公用車については、前年度末の１６１台より１台減少した。２９年度 

末は１６０台となっている。 

 

エ 事業の執行について 

平成２９年度においては、繰越明許費が２４事業１億３，９０２万９千円で，対前年 

度比２，２８１万１千円（１９．６％）増加した。これは、大雪等の気象条件によるも

のでやむを得ない。 

 

オ 人事管理について 

①  すでに導入されている人事評価制度を効率的に実行することにより、職員のスキルア

ップ、効率的な業務運営をすすめてもらいたい。 

②  ここ近年、業務の内容も多様、複雑化してきた。新たに課や室が設置されるなど組織

も改正されたが、引き続き業務執行に支障のないよう弾力的な人員配置、職員教育を計画
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的に進められたい。なお、職員の派遣が平成２９年度をもって解消されたことは評価した

い。 

③ 職員等による交通事故が、平成２９年度中に２４件発生している。昨年度と比べると 

増加している。引き続き不注意による事故が皆無となるよう努められたい。 

 

カ 危機管理について 

危機管理に関する町内の現状は、１２の消防分団に団員５３４名が在籍し、消防車両３１ 

台を保有している。防火水槽２８３基、町が指定する指定緊急避難場所は８９か所（内、指

定避難所は６３か所）となっている。防災士は８４名が登録され、３１の自治会で結成され

ている自主防災組織では、防災訓練や話し合いなどが実施され、地域防災力の向上につなが

る取組がなされている。 

 また、避難者用の非常食・保存水・マット及び毛布なども備蓄がなされているところであ 

るが、大規模災害時の長期的な避難所生活なども考慮し、簡易トイレなどの備蓄も検討し 

ておく必要がある。 

 

 

  

（職員数の推移）

（人件費比率）

227

39

7

1,581,610

11,731,658

13.5 
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11.6 10.8 11.4 12.7 11.3 10.1 

1321
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３ 公営事業会計 

（１）国民健康保険事業特別会計 

ア 決算の概要 

 

① 平成２９年度の歳入歳出差引額は、３，９２４万２千円の黒字となっているが、前年度 

の繰越金が大きかったためで、単年度収支は赤字となっている。  

② 保険税の収入未済額が２，４５３万円となり、対前年度比９．６％増加した。 

 

 

イ 審査結果 

平成２９年度は国民健康保険税を改定し、収納金額は１．２％増加した。 

単年度収支額の赤字は、前期高齢者交付金の増額が大きく起因しており、年度によって 

変動するものである。 

 

 

ウ 審査意見 

保険給付費は、前年度に比較して減少したが、引き続き高い医療費水準にあるため、医療 

費の動向把握に努められたい。 

保険税の未収金は約１割あり、依然として多額になっている。これの解消に向けては、

個々の事情に応じた賦課・徴収の対応に努力されたい。 

また、保健事業については、医療費の適正化に大きくつながるので、被保険者の特性に応

じたきめ細かい事業を展開するよう、引き続き努められたい。 

  

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

不 納 欠 損 額 32 163 1,646 438 △ 73.4 

収 入 未 済 額 24,789 23,097 22,386 24,530 9.6 

基 金 保 有 額 26,503 8,436 9,021 48,113 433.3 

69,830 39,242 △ 43.8 

前 年 度 繰 越 金 16,331 14,147 14,395 69,830 385.1 

単 年 度 収 支 額 △ 2,184 248 55,435 △ 30,588 ―

一 般 会 計 繰 入 額 125,051 168,868 143,714 151,775 5.6 

　　　　　年　度
区　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対前年

増減率

歳 入 総 額 1,516,461 1,615,127 1,682,622 1,599,699 △ 4.9 

歳 出 総 額 1,502,314 1,600,732 1,612,792 1,560,457 △ 3.2 

歳 入 歳 出 差 引 額 14,147 14,395
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（２）国民健康保険直営診療所事業特別会計 

ア 決算の概要 

 
 

① 平成２９年度の歳入歳出差引額は、８２万円の黒字となっているが、前年度からの繰越

金があるためで、単年度収支は赤字になっている。 

 ② 診療収入は１，４２４万円となり、前年度比９．４％の減収となっている。 

 ③ 医療機器整備のため２２０万円の借入れを行った。 

 

 

イ 審査結果 

    邑南町には３診療施設がある。診療件数、診療収入は年々減少しているが身近な医療を

担うためにも一般会計からの財政支援はやむを得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

一 般 会 計 繰 入 額 41,959 27,691 21,817 25,569 17.2 

起 債 残 高 0 0 0 2,200 皆増

歳 入 歳 出 差 引 額 4,061 5,712 2,066 820 △ 60.3 

前 年 度 繰 越 金 3,296 4,061 5,712 2,066 △ 63.8 

単 年 度 収 支 額 765 1,651 △ 3,646 △ 1,246 ―

　　　　　年　度
区　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対前年

増減率

歳 入 総 額 74,487 62,251 53,430 55,930 4.7 

歳 出 総 額 70,426 56,539 51,364 55,110 7.3 
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（３）後期高齢者医療事業特別会計 

ア 決算の概要 

  
 

① 平成２９年度の歳入歳出差引額は、６４７万９千円の黒字となっており、前年度からの

繰越金を入れた単年度収支も黒字となっている。 

 

 

イ 審査結果 

    平成２０年度から始まった後期高齢者医療事業は、平成２９年度には被保険者数が２， 

８４５人となり、昨年度より５５人の減少となっている。 

 

 

ウ 審査意見 

    高年齢の被保険者の割合は増加している。今後とも高齢者の健康福祉の充実、適切な保 

健指導事業のために各課が連携して行うとともに、健全な保険事業が運営されるよう要望

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

収 入 未 済 額 538 517 1,102 993 △ 9.9 

前 年 度 繰 越 金 2,571 3,205 6,363 1,901 △ 70.1 

単 年 度 収 支 額 633 3,158 △ 4,462 4,578 ―

一 般 会 計 繰 入 額 233,643 254,239 254,127 266,083 4.7 

歳 入 総 額 353,513 355,869 364,272 384,343 5.5 

歳 出 総 額 350,309 349,506 362,371 377,864 4.3 

歳 入 歳 出 差 引 額 3,204 6,363 1,901 6,479 240.8 

　　　　　年　度
区　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対前年

増減率
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（４）下水道事業特別会計 

ア  決算の概要 

 

 

① 平成２９年度の歳入歳出差引額は、１，２３８万２千円の黒字となっているが、前年度 

からの繰越金があるためで、単年度収支は赤字に転じた。 

② 収入未済額が２７７万２千円となり、前年度より８．６％増加した。 

 

 

イ 審査結果 

    下水道の平成２９年度末における普及率は、合併浄化槽の整備を年次的に進めているた 

め９１．５％で、全国的にも高い水準となっている。設備区分は農業集落排水が３８．９％、

公共下水道が２６．１％、合併浄化槽が２５．４％、小規模簡易排水が１．１％となってい

る。 

 

 

ウ 審査意見 

公共下水道の接続地域の拡大は、計画変更が承認され事業着手することになった。さら 

に、合併浄化槽の増設事業やその他の施設の維持管理の業務が増える。維持管理について

は、管理費が高額であることも考え、管理の方法を検証しながら推進されたい。 

  

 

 

  

（単位：千円．％）

起 債 残 高 6,952,960 6,680,615 6,362,304 6,023,302 △ 5.3 

不 納 欠 損 額 0 0 40 15

収 入 未 済 額 2,320 2,298 2,553 2,772 8.6 

基 金 保 有 額 49,357 69,372 62,338 67,032 7.5 

前 年 度 繰 越 金 19,047 9,312 14,630 16,433 12.3 

単 年 度 収 支 額 △ 9,735 5,318 1,803 △ 4,051 ―

一 般 会 計 繰 入 額 540,931 543,030 524,011 534,892 2.1 

△ 62.5 

　　　　　年　度
区　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対前年

増減率

歳 入 総 額 945,615 928,536 854,713 859,148 0.5 

歳 出 総 額 936,303 913,906 838,280 846,766 1.0 

歳 入 歳 出 差 引 額 9,312 14,630 16,433 12,382 △ 24.7 
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４ 平成２９年度財政健全化審査意見書                                 

（１）  審査の概要 

この財政健全化審査は、町長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載 
した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 

 

 

（２） 審査の結果 

ア 総合意見 

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも

適正に作成されているものと認められる。 

 
記 

 
単位：(%) 

健全化判断比率 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 備 考 

①実質赤字比率 － － － － －  

【早期健全化基準】 【 13.80】 【 13.82】 【 13.85】 【 13.92】 【 13.97】  

②連結実質赤字比率 － － － － －  

【早期健全化基準】 【 18.80】 【 18.82】 【 18.85】 【 18.92】 【 18.97】  

③実質公債費比率  15.8   16.2   15.5   14.7  14.0   

(単年度) ( 16.8)  ( 15.9 ) ( 14.0 ) ( 14.3 ) ( 14.0 )  

【早期健全化基準】 【 25.0 】 【 25.0 】 【 25.0 】 【 25.0 】 【 25.0 】  

④将来負担比率 155.3  145.8  127.5  122.5  109.0   

【早期健全化基準】 【350.0 】 【350.0 】 【350.0 】 【350.0 】 【350.0 】  

 
 

イ 個別意見 

① 実質赤字比率について 
平成２９年度の実質赤字額はなく、本町の早期健全化基準の１３．９７％に該当する数値は

ない。 

 
② 連結実質赤字比率について 

平成２９年度の連結実質赤字額はなく、本町の早期健全化基準の１８．９７％に該当する数

値はない。 

 
③ 実質公債費比率について 

平成２９年度の実質公債費比率（平成２７年度～平成２９年度の３カ年平均）は１４．０％と 
なっており、平成２８年度の算定分１４．７％（平成２６年度～平成２８年度の３カ年平均）と
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比較して０．７ポイント改善している。 
単年度の比率は、平成２７年度１４．０％、平成２８年度１４．３％、平成２９年度１４．

０％となっている。平成２９年度の数値の改善については、分子となる地方債の元利償還金が

平成２６年度に比べ減少（約３億９３５万円）した事等である。 
平成１８年度より行っている起債の計画的発行の効果もあり、元利償還金が漸減することに

より今後も単年度比率における分子は徐々に低下していくとみられるが、計画外の発行である

豪雨災害にかかる災害復旧事業債の元金償還が平成２８年度から始まっているため、基準財政

需要額への算入等を含め比率の動向に注意をされたい。また、平成２７年度から始まっている

市町村合併における交付税の特例措置の減額は、分母を押し下げることとなるため、これらを

踏まえ今後の財政運営には気をつけていただきたい。 
なお、全国の市区町村平均は、６．９％（平成２８年度決算：総務省）となっている。 

 

④ 将来負担比率について 
平成２９年度の将来負担比率は、１０９．０％となっており、平成２８年度算定分１２２．

５％と比較して１３．５ポイント改善している。これは、分子における普通会計に係る地方債現

在高などが減少したためである。 
将来負担比率は、早期健全化基準の３５０．０％を下回っているが、全国の市区町村平均３

４．５％（平成２８年度決算：総務省）と比較した場合には高い数値となっている。 
 

ウ 是正改善を要する事項 

昨年度に続き、本年度も実質公債費比率及び将来負担比率ともに改善となった。 
いずれも分子対分母の比率で、分子を構成する大きな要素は、実質公債費比率は地方債の元利償

還金、将来負担比率は地方債現在高であり、その増減は長期にわたっての財政運営の結果である。災

害復旧事業が一応は終了したものの、財源となった起債の償還はこれから本格化する為、将来世代へ

の負担を軽減させるためにも、引き続き適切な起債発行に努められたい。 
また、分母となる標準財政規模については、平成２７年度より地方交付税の漸減が始まっており、

来年度以降の決算においても更に小さくなっていく見込みである。適切な財政計画の立案及びその

計画に沿った財政運営が必要であると考える。 
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５ 平成２９年度下水道事業特別会計経営健全化審査意見書  

（１） 審査の概要 

この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し 
た書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 
（２） 審査の結果 

ア 総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも 
適正に作成されているものと認められる。 

 
記 

                                                 

比 率 名 平成29年度(％) 経営健全化基準(％) 備  考 

資金不足比率 － 20.0  

 
イ 個別意見 

① 資金不足比率について 
下水道事業特別会計の平成２９年度決算においては、「繰上充用額」、「支払繰延額」及び「建 

設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高」いずれもなく、資金不

足額はない。 
したがって、経営健全化基準の２０．０％に該当する数値はない。 

 
ウ 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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６  平成２９年度水道事業会計経営健全化審査意見書 

（１） 審査の概要 

この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し 
た書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 
 
（２） 審査の結果 

ア 総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも 
適正に作成されているものと認められる。 

 
記 

 
 

 
 

イ 個別意見 

① 資金不足比率について 
水道事業会計の平成２９年度決算においては、「繰上充用額」、「支払繰延額」及び「建設改良

費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高」のいずれもなく、資金不足額

はない。 
したがって、経営健全化基準の２０．０％に該当する数値はない。 

 
ウ 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

比 率 名 平成29年度(％) 経営健全化基準(％) 備 考 

資金不足比率 － 20.0  
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７ 基金運用状況審査意見書(地方自治法第２４１条第５項) 

 （１）審査の対象 

    平成２９年度定額運用基金 

① 地区別戦略資金貸付基金 

② 高額療養費貸付基金 

③ 文化、芸術振興基金 

④ 奨学基金 

⑤ 医療福祉従事者確保奨学基金 

⑥ 農林業後継者育成奨学基金 

⑦ フィンランド共和国交流派遣貸付基金 

 

 （２）審査の内容及び意見 

①  地区別戦略資金貸付基金 

 ２８年度から運用開始されたが、２９年度中も貸付利用者はなかった。年度末残

高は、５，０００万円となっている。 

 

② 高額療養費貸付基金 

 平成２８年度につづき、２９年度も貸付利用はなかった。年度末現在高は６００

万円となっている。 

 

③ 文化、芸術振興基金 

 平成２８年度につづき、２９年度も貸付利用はなかった。年度末現在高は５０万

円となっている。 

 

④ 奨学基金 

 平成２９年度中に継続３名、新規１名に対し１２６万円の貸付が行われ、償還は

２０名から３０３万４千円があった。２９年度末の利用者は２８名で、貸付総額は

１，９８７万１千円となっている。年度末時点で４９万７千円の滞納が発生してい

る。昨年度末より３１万１千円増加しており、一層の滞納解消に努められたい。 

年度末現在高は６，６９６万２千円となっている。 

  

⑤ 医療福祉従事者確保奨学基金 

 平成２９年度中に継続２２名、新規１２名に対し３，０８４万円の貸付が行われ、

償還は７名から２１６万円があった。２９年度末の利用者は５５名で、貸付総額は

１億３，５３６万円となっている。 

年度末現在高は１億４，３５６万円となっている。 
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⑥ 農林業後継者育成奨学基金 

 ２９年度中に新規２名に対し１５６万円の貸付が行われ、償還は 1名から３６万

円があった。２９年度末の利用者は７名で、貸付総額は８５２万円となっている。 

年度末現在高は１，８００万円となっている。 

 

 

⑦ フィンランド共和国交流派遣貸付基金 

 ２９年度から運用開始されたが、年度中の利用者はなかった。 

年度末現在残高は、１，０００万円となっている。 
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８ 決算審査のまとめ 

  平成２９年度は、「目指せ！町民が主役の地方創生」を予算編成のテーマに掲げ、町民の生

活に直結したさまざまな事業が実施された。限られた財源のなかで、引き続き「日本一の子育

て村」構想の推進をはじめ、新たな組織として「しごとづくりセンター」「食と農の人材育成

センター」などを立ち上げ、全国的に注目されている。 

このような中にあって決算状況は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全

化判断比率は、約１０年前から行われている起債発行制限の効果により、起債の残高及び償還

額が年々減少しており、実質公債費比率が前年度に比べ０．７ポイント改善され１４．０％、将

来負担比率が前年度に比べて１３．５ポイント改善の１０９．０％と順調に健全化に向かって

いると考えられる。また、財政構造の弾力性を表す指標である経常収支比率も、前年度に比べ

０．５ポイント改善され９４．１％となった。 

しかし、計画外の発行である豪雨災害にかかる災害復旧債の元利償還金も始まっていること

や、普通交付税の特例措置の漸減期間が今後２年予定されていることを踏まえ、今後の財政運

営には気をつけられたい。 

さらに、公共施設等総合管理計画に示されているように、これまで整備されたインフラの維

持改修コストが増大することが予想される。また、人口減少に伴い住民一人あたりでみた場合

の施設運営費も上昇を続けている。この総合管理計画を着実にかつ早期に進める必要がある。 
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